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公認会計士・税理士 

 児 玉  厚 

予算会計演習講座 問題６【問題】 
（予算編成方針：次期目標利益の算定） 

© 2013 Atsushi  Kodama. All rights reserved. 

「予算会計」 
＜清文社＞（共著） 
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 講師プロフィール  
児 玉   厚 （公認会計士・税理士） 
 

＜略歴＞昭和５７年埼玉大学経済学部卒業、神鋼商事㈱財務部、東陽監査法人を経て、 

 現在㈱スリー・シー・コンサルティング代表取締役。 

「宝決算Ⅹプレス（開示決算自動化システム）」＜特許取得＞ 

【主要著書】  

「（設例と図解でわかる）企業予算編成マニュアル」「予算会計」（清文社）＜共著＞ 

「会社法決算書完全作成ガイド」「開示決算ガイドブック」 （清文社）＜共著＞ 

 「有価証券報告書完全作成ガイド」（清文社） 

ブログ・メルマガ 

「予算会計を学ぶ」 
 http://yosankaikei.blog.fc2.com/  

ブログ＆メルマガ 

「開示会計を学ぶ」 
http://kaijikaikei.seesaa.net/  

「予算実務教育」  「開示実務教育」  

２ 
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「予算会計」とは 

「予算財務諸表」を作成する理論をいう。 

ここでいう「予算財務諸表」とは 

①「予算損益計算書」 

②「予算貸借対諸表」 

③「予算株主資本等変動計算書」 

④「予算キャッシュ・フロー計算書」 

⑤「月次資金計画書」 

をいう。  
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演習問題６  

予算編成方針の作成 

「次期目標利益の算定」  

以下の「空欄」へ記入しなさい。 

【制限時間：１０分】  
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基礎資料１.演習５の「当期実績予想：比較貸借対照表」（抜粋）  

当期実績予想：比較貸借対照表（その３） 

NO 科目名 第１期 

①前期末残高 
X1.3.31（千円） 

第２期 

②当期末残高 
X2.3.31（千円） 

③増減差額 
 

②－①＝③ 

（千円） 

分析評価 

参照 

基礎資料 

略 略 略 略 略 略 

短期借入金  

‐ 

【Ａ１】 

６,０００ 
【Ａ２】 

６,０００ 
運転資金目的 

 

１年内返済予
定長期借入金 

 

‐ 

【Ａ３】 

４,０００ 
【Ａ４】 

４,０００ 
運転資金目的 

略 略 略 略 略 略 

長期借入金 － 【Ａ５】 

１６,０００ 
【Ａ６】 

１６,０００ 
運転資金目的 

 

略 略 略 略 略 略 
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基礎資料２. 「次期目標利益」の算定関係 
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・当期末発行済株式数＝【Ａ７】３０４株 自己株式数＝【Ａ８】０株 

・次期以降の異動はないと仮定する。 

・次期目標１株当たり配当額を【Ａ９】４千円とする。 

・次期目標内部留保率＝（当期純利益の内の次期目標内部留保額）÷｛（同  

 次期目標内部留保額）＋（次期目標配当額）｝×１００％ 

 ＝【Ａ１０】８０％ 

・次期の税率を下記のように仮定する。（直近の税率と異なる） 

 法人住民税の均等割は考慮外に置く。 

・法人税率      ＝２５．００％・・・ａ【Ａ１１】 

・法人住民税率    ＝２０．７０％・・・ｂ【Ａ１２】 

・事業税率（超過税率）＝ ５．７８％・・・ｃ【Ａ１３】※注１ 

・事業税標準税率   ＝ ５．３０％・・・ｄ【Ａ１４】※注１ 

・地方法人特別税率  ＝８１．００％・・・ｅ【Ａ１５】 

※注１ 

（事業税・地方法人特別税は損金算入可）資本金が１億円未満なので、 

 外形標準課税はなし。 

 事業所は東京都に１箇所のみあると仮定。（中小企業社等の法人税の 

 特例は保守的に考慮外とする。） 

・次期概算加算・流出予定額（例：交際費等）＝４０１千円・・・ｆ【Ａ１６】 



１. 「次期目標利益」の算定 
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• 目標   
社内留保 
予定額 

• 税金負担 
予定額 

• 配当金等 
社外流出 
予定額 

• 借入金  
元本返済 
予定額 

①借入金 

元本返済
予定額 

②配当金
社外流出
予定額 

③目標 

社内留保 

予定額 

④税金 

負担 

予定額 



２‐１. 「次期目標利益」を構成する借入金元本返済予定額 
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土地取得
目的  
借入金 

償却資産取得
目的借入金 

運転資金
目的  
借入金 

「目標利益」を構成する借入金元本返済予定額 



２－２. 「① 次期借入金元本返済額」の算定 
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１ 
•短期借入金(1)              千円   

２ 

•１年内返済予定の長期借入金      

(2)                 千円 

３ 

•次期借入金元本返済予定額   
(3)                千円・・・① 



３. 「② 次期配当額」の算定 
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４ 

• 当期末発行済株式数＝【Ａ７】３０４株 

自己株式数＝【Ａ８】０株 次期異動なし  

５ 

• 次期目標１株当たり配当額      
【Ａ９】４千円 

６ 

•次期目標配当額       
(4)                     千円・・・② 



４. 「③ 次期の当期純利益のうち内部留保すべき額」の算定 
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７ 

• 次期目標内部留保率＝（当期純利益の内の次期目標内部留
保額）÷｛（同次期目標内部留保額）＋（次期目標配当
額）｝×１００％＝【Ａ１０】８０％ 

８ 

• 次期の当期純利益のうち内部留保すべき額＝②
次期目標配当額÷（１００％－【Ａ１０】  

８０％）×【Ａ１０】８０％） 

９ 

• 次期の当期純利益のうち内部留保すべき額       
(5)                     千円・・・③ 



５「次期の当期純利益」の算定 
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１０ 

• ①：次期借入金元本返済予定額               
＝(3)                     千円 

１１ 
• ②：次期目標配当額＝（4）                   千円 

１２ 

• ③：次期の当期純利益のうち内部留保すべき額       
(5)                        千円 

１３ 

• 次期の当期純利益＝①＋②＋③    

• ＝(6)                      千円 ・・・Ｂ 



６－１. 「次期の予定税率表」 
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NO 科  目 税 率 備 考 

ａ 法人税率 ２５．００％ 

ｂ 法人住民税率 ２０．７０％ 

ｃ 事業税率（超過税率)   ５．７８％ 損金算入 

ｄ 事業税標準税率  ５．３０％ 損金算入 

ｅ 地方法人特別税率 ８１．００％ 損金算入 

※注１ 

（事業税・地方法人特別税は損金算入可）資本金が１億円未満なので、 

 外形標準課税はなし。 

 事業所は東京都に１箇所のみあると仮定。（中小企業社等の法人税の 

 特例は保守的に考慮外とする。） 



６－２ 「合計法定税率」と「次期法定実効税率」の算定 
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NO 科  目 税 率 備 考 

ａ 法人税率 ２５．００％ 

ｂ 法人住民税率 ２０．７０％ 

ｃ 事業税率（超過税率)   ５．７８％ 損金算入 

ｄ 事業税標準税率  ５．３０％ 損金算入 

ｅ 地方法人特別税率 ８１．００％ 損金算入 

次期合計法定税率 ＝ａ＋ａ×ｂ＋ｃ＋ｄ×e   

＝(7)        .               ％(小数点第３位表示) 

 

次期法定実効税率 

＝(7)          .           ％÷（１＋ｃ+d×e） 

 ＝(8)            .          ％    (小数点第２位未満四捨五入) 



６－３ 「④ 次期の税金負担額」の算定及び「⑤次期目標利益」の算定 
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１４ 

• 次期概算加算流出額（例：交際費等）の対応税額         

＝当期交際費否認額【Ａ１７】９９７千円×                
(7)           .                 ％＝(9)                     千円・・・ｆ  

•                  （単位未満四捨五入） 

１５ 

• 次期の税金負担（法人税等）＝（当期純利益：Ｂ＋ｆ）
÷（１００％－(8)   ３６.５６ ％）×               
(8)               .                ％                             
＝ (10)                              千円・・・Ｃ（単位未満四捨五入） 

１６ 

• Ｂ（次期の当期純利益）：(6)                         千円＋     
Ｃ（次期の税金負担）（10）                     千円      

＝次期目標利益(11)                      千円・・・④  



６－４ 「予算歩留率」を考慮した「⑥目標利益」の算定 
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   当社は、株主への配当との関係では、「予算達成の確実性」が求めら
れる一方で、社内的にはできるだけ高い目標にチャレンジする組織風土を
醸成したい点、また予算に影響を与える管理不能な事象が生じるリスクを
考慮し、内部予算の目標利益を下記の様に修正する。 

予算歩留率＝（確実に達成できる予算額）÷（社内予算額）×100％ 

＝【Ｄ】86 ％ と定義・仮定する。 

１７ 

• 調整後：次期目標利益 

• ＝（対外的）次期目標利益（11）④                        千円÷
【Ｄ】 ８６％×100％                    

＝（12）                      千円（単位未満四捨五入）            

→「予算編成方針」へ転記する。                     

• なお、次回の第７回演習の「目標売上高」は、次期目標
利益（11）                        千円を基礎とする。             
理由は、確実性の観点より、費用面で調整することを 
前提としているからである。 



18 

７. 次期予算編成方針の課題及び次期予算の課題への記載 

次期予算編成方針 

区分 内  容 

２ 次期予算 

  の課題 

・・・略・・・ 

目標経常利益   (12)                         千円を目指す。 

・・・略・・・ 

３－１ 

利益計画 

・・・略・・・ 

目標経常利益   (13)                          千円 

・・・略・・・ 

略 略 

３－９ 

剰余金処分方針 

・・・略・・・ 

次期配当額    (14)                     千円 

・・・略・・・ 


